
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月13日

【四半期会計期間】 第44期第３四半期(自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日)

【会社名】 株式会社メイコー

【英訳名】 Meiko Electronics Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員   名 屋 佑一郎

【本店の所在の場所】 神奈川県綾瀬市大上五丁目14番15号

【電話番号】 0467-76-6001（代表）

【事務連絡者氏名】 経理本部長   本 多 正 行

【最寄りの連絡場所】 神奈川県綾瀬市大上五丁目14番15号

【電話番号】 0467-76-6001（代表）

【事務連絡者氏名】 経理本部長   本 多 正 行

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社メイコー(E02056)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期

第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 81,191 91,561 108,542

経常利益 (百万円) 4,600 8,294 4,795

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,745 6,772 4,373

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,814 5,908 5,632

純資産額 (百万円) 33,223 33,014 33,042

総資産額 (百万円) 112,248 123,618 110,316

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 132.93 258.73 160.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 94.00 ― 108.67

自己資本比率 (％) 29.6 26.7 30.0
 

 

回次
第43期

第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 57.91 55.03
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第44期第３四半期連結累計期間は、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における電子回路基板業界は、米中貿易摩擦を背景に、先行きの不透明感が強まって

おり、緩やかな減速基調で推移いたしました。

自動車業界におきましては、エレクトロニクス化の流れは引き続き進行しておりますが、2018年の販売台数は、

欧米市場や中国市場で前年比減少に転じるとともに、スマートフォン市場では、販売台数が大幅に落ち込む厳しい

局面を迎えました。

このような状況の中、当社グループでも全般的な基板受注の落ち込みが進行しておりますが、当第３四半期連結

累計期間の業績は、売上高、利益の各項目において過去最高を更新いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、915億６千１百万円（前年同期比12.8％増）と前年同期に比

べ103億６千９百万円の増収となりました。損益面では、営業利益が82億５千５百万円（前年同期比43.0％増）、経

常利益が82億９千４百万円（前年同期比80.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益が67億７千２百万円（前

年同期比80.8％増）となりました。

 
② 財政状態の状況

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,236億１千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ133億２百万円増

加しました。流動資産において、受取手形及び売掛金が17億３千万円増加、たな卸資産が30億２千７百万円増加、

流動資産のその他が９億９千４百万円増加、固定資産において、有形固定資産が69億６千７百万円増加が主な要因

であります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債は906億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ133億３千万円増加しまし

た。流動負債において、支払手形及び買掛金が16億４千７百万円増加、短期借入金が88億９千万円減少、１年内返

済予定の長期借入金が28億１千６百万円増加、固定負債において、長期借入金が169億３千６百万円増加が主な要因

であります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産は330億１千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２千７百万円減少し

ました。資本剰余金がＡ種優先株式の取得により52億８千１百万円減少、利益剰余金が61億１千７百万円増加、為

替換算調整勘定が８億４千万円減少が主な要因であります。
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億４千８百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,803,320 26,803,320
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 26,803,320 26,803,320 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年12月31日 ― 26,803,320 ― 12,888 ― 4,041
 

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 629,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,171,500 261,715 ―

単元未満株式 普通株式 2,520 ― ―

発行済株式総数 26,803,320 ― ―

総株主の議決権 ― 261,715 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれておりま

す。

２ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社メイコー

神奈川県綾瀬市大上５丁目
14－15

629,300 ― 629,300 2.35

計 ― 629,300 ― 629,300 2.35
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,421 14,876

  受取手形及び売掛金 ※2  24,911 ※2  26,641

  商品及び製品 4,459 7,243

  仕掛品 4,719 4,451

  原材料及び貯蔵品 5,116 5,629

  その他 1,992 2,987

  貸倒引当金 △251 △137

  流動資産合計 56,369 61,691

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 18,430 18,156

   機械装置及び運搬具（純額） 21,494 23,679

   土地 1,488 1,488

   建設仮勘定 2,763 8,120

   その他（純額） 5,556 5,254

   有形固定資産合計 49,732 56,700

  無形固定資産 210 260

  投資その他の資産 ※1  4,003 ※1  4,967

  固定資産合計 53,946 61,927

 資産合計 110,316 123,618
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  16,151 ※2  17,799

  短期借入金 ※4  13,263 4,373

  1年内返済予定の長期借入金 ※4  10,478 ※4  13,294

  未払法人税等 66 645

  賞与引当金 639 383

  役員賞与引当金 60 ―

  その他 ※2  8,265 ※2  9,263

  流動負債合計 48,924 45,759

 固定負債   

  長期借入金 ※4  23,303 ※4  40,239

  役員退職慰労引当金 217 217

  退職給付に係る負債 2,658 2,741

  その他 2,170 1,646

  固定負債合計 28,349 44,844

 負債合計 77,274 90,604

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,888 12,888

  資本剰余金 11,745 6,464

  利益剰余金 5,400 11,518

  自己株式 △396 △396

  株主資本合計 29,638 30,474

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 21 17

  繰延ヘッジ損益 298 232

  為替換算調整勘定 3,512 2,671

  退職給付に係る調整累計額 △428 △381

  その他の包括利益累計額合計 3,403 2,539

 純資産合計 33,042 33,014

負債純資産合計 110,316 123,618
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 81,191 91,561

売上原価 67,143 74,818

売上総利益 14,048 16,742

販売費及び一般管理費 8,273 8,486

営業利益 5,774 8,255

営業外収益   

 受取利息 27 43

 受取配当金 25 7

 受取保険金 140 291

 為替差益 ― 660

 その他 282 422

 営業外収益合計 475 1,425

営業外費用   

 支払利息 969 615

 為替差損 251 ―

 その他 428 771

 営業外費用合計 1,649 1,386

経常利益 4,600 8,294

特別利益   

 固定資産売却益 0 1

 投資有価証券売却益 181 ―

 特別利益合計 181 1

特別損失   

 固定資産除売却損 177 192

 減損損失 55 ―

 投資有価証券売却損 25 ―

 投資有価証券評価損 ― 98

 特別損失合計 259 291

税金等調整前四半期純利益 4,523 8,005

法人税等 804 1,232

四半期純利益 3,718 6,772

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △26 ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,745 6,772
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 3,718 6,772

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △55 △4

 繰延ヘッジ損益 △56 △66

 為替換算調整勘定 2,159 △840

 退職給付に係る調整額 47 47

 その他の包括利益合計 2,095 △863

四半期包括利益 5,814 5,908

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,846 5,908

 非支配株主に係る四半期包括利益 △32 ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
(追加情報)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
　

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

投資その他の資産 214 百万円 214 百万円
 

 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形 51 百万円 105 百万円

支払手形 62 百万円 66 百万円

設備支払手形 1 百万円 1 百万円
 

　

 ３ 受取手形割引高は、次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形割引高 48 百万円 33 百万円
 

　

※４ 財務制限条項

前連結会計年度（平成30年３月31日）

短期借入金及び長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、30,555百万円には、下記のいずれかに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付いております（複数あ

る場合は、条件の厳しい方を記載しております）。

①各年度における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

②各年度の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計額が、(ⅰ)21,962百万円、又は(ⅱ)

直前の年度末における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額のうち、

いずれか高い方の金額以上であること。

③各年度の末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金額が、同年度における連結損益計

算書に記載される売上高の金額を12で除し８を乗じた金額以下であること。
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当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、49,729百万円には、下記のいずれかに抵触した場合、該当

する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付いております（複数ある場合は、条件

の厳しい方を記載しております）。

①各年度における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

②各年度の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計額が、(ⅰ)21,962百万円、又は(ⅱ)

直前の年度末における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額のうち、

いずれか高い方の金額以上であること。

③各年度の末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金額が、同年度における連結損益計

算書に記載される売上高の金額を12で除し８を乗じた金額以下であること。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 4,298 百万円 4,660 百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月29日
取締役会

普通株式 261 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金

平成29年５月29日
取締役会

Ａ種優先株式 175 3,500,000.00 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 261 10.00 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金

平成29年11月10日
取締役会

Ａ種優先株式 176 3,535,000.00 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月28日
取締役会

普通株式 261 10.00 平成30年３月31日 平成30年６月12日 利益剰余金

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 392 15.00 平成30年９月30日 平成30年11月30日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成30年２月16日及び平成30年５月28日開催の取締役会決議に基づき、平成30年４月２日及び平成30年

６月26日付で、Ａ種優先株式を取得するとともに、取得したＡ種優先株式を消却しております。この結果、当第３

四半期連結累計期間において資本剰余金が5,281百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が

6,464百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、電子回路基板等の設計、製造販売及びこれらの付随業務の電子関連事業を主とし、その他の

事業については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 132円93銭 258円73銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 3,745 6,772

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 266 ―

 (うちＡ種優先株式配当額 (百万円)) (266) (―)

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益 (百万円)

3,479 6,772

普通株式の期中平均株式数 (株) 26,174,026  26,173,996

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 94円00銭 ―

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) 266 ―

（うちＡ種優先株式配当額 (百万円)） (266) (―)

普通株式増加数 (株) 13,673,650 ―

（うちＡ種優先株式 (株)） (13,673,650) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

(1) 剰余金の配当

第44期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当については、平成30年11月９日開催の取締役会

において、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

① 配当金の総額                             392百万円

② １株当たりの金額                         15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成30年11月30日

 

(2) 訴訟

当社の連結子会社である株式会社メイコーテックは、宝泉株式会社から平成29年９月27日付で訴訟を提起されま

した。訴状によりますと、宝泉株式会社で行われていた架空取引について、当社子会社元役員が取引を斡旋し、そ

の結果損害を被ったとして、当社子会社等に対し、訴額291百万円の損害賠償を求めてきております。

 当社といたしましては、原告の主張している請求に応じる義務及び根拠はないものと認識しており訴訟の中で主

張をしてまいります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成31年２月13日

株式会社メイコー

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 櫻   井   紀   彰 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮   原   さ つ き 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メイ

コーの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メイコー及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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